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核ごみのゆくえ
文献調査と地域の苦悩
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自己紹介
〇2010年3月に渡韓。福島原発事故後、韓国の脱原発団体で3年間活動。大学院で
エネルギー政策、熟議民主主義など学ぶ。現在、ソウル大学環境大学院博士課程修了。

〇2022年2月から原発反対の民間研究機関「原子力資料情報室（CNIC）」で活動。
主に核ゴミ担当。

〇2022年4月から経済産業省の審議会である特定放射性廃棄物小委員会（旧「放射性
廃棄物ワーキンググループ（WG）」）委員就任
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１．核ごみ問題の基礎知識
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核のごみとは

経済産業省（2016）

－原発の運転により使用済み核燃料が発生。原発建屋の貯蔵プールに保管。
－使用済み核燃料が核のごみではない（他ではこれが核のごみの国も多い）
－日本は使用済み核燃料を再処理し、ウランやプルトニウムを燃料として再利用しつつ、
その過程で発生する高レベル放射性廃液をガラス固化した上で処分

－ガラス固化された物体が「ガラス固化体」。これが高レベル放射性廃棄物、通称
核のごみと呼ばれる。

－すべての使用済み核燃料を再処理する計画 。全量再処理と呼ばれる。
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核燃料サイクルとは
－青森県六ヶ所村の再処理工場は年800トンの使用済み燃料を処理し、7~8トンの
プルトニウム分離

－再処理で取り出したプルトニウムを再利用して作った燃料は「MOX燃料」と
呼ばれている。MOX燃料工場で製造。

－再処理の工程は高レベル放射性廃液以外にも雑多な低レベルの放射性廃棄物が発生。
－再処理して製造したMOX燃料は高速増殖炉で使用予定だったが、開発うまくいかず。
→通常の原発（軽水炉）でMOX燃料を使用するプルサーマル発電実施中（現在4基）

－青森県六ヶ所村の再処理工場は1993年工事開始もいまだ完成せず

資料：経産省日本原燃HP

六ヶ所村再処理工場

電気事業連合会（2015）



ガラス固化体とは
－製造直後のガラス固化体の放射線量は20秒そばにいただけで死亡。表面温度は200℃。
－キャニスターと呼ばれるステンレス製容器に注入して、専用の貯蔵施設で30〜50年間
冷却しながら貯蔵。その後、搬出して300メートル以深の地中に処分。

－ガラスは水に溶けにくく、化学的に安定しているため、長期間、放射性物質を
閉じ込めるのに優れている材料

－ガラス固化体は現在約2500本（多くが英仏への海外委託）。青森県六ヶ所村の
「高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター」に保管。
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核ごみの発生量と処分容量

包括的技術報告書（2021）

－現有の使用済み核燃料をすべて再処理すれば2万7000本のガラス固化体発生。
－最終処分場には約4万本を処分予定。
－TRU廃棄物（再処理過程で発生する燃料棒さや管やヨウ素吸着剤、作業服など）も
処分対象。
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地層処分とは

－地下300~500ｍに処分
－人口バリアと天然バリアの多重バリア
－1999年の技術報告書で地層処分の技術基盤が整備。

2000年制定の最終処分法で規定。
－ガラス固化体の放射能は 1000 年後に約 1/3000、

1 万年後に約 1/10000 となるが、半減期が長い
核種もあるため、ウラン鉱石レベルに低下する
には10万年の隔離必要

－2001年から北海道の幌延深地層研究センターで研究

NUMO（2022） 9

電気事業連合会（2015）

写真：幌延深地層研究センターHP



科学的特性マップ

－2017年に公表
－火山や活断層、地下深部の地盤の強度、
地温の状況など地層処分に関する
地域の科学的特性を4つに色分け

NUMO（2022）
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地層処分事業の全体図
－３段階の処分地選定プロセス：文献調査・概要調査・精密調査
－文献調査：過去の地震等の履歴、活断層・火山の位置などの文献を調査。2年程度。
－概要調査：空中や地表などでの物理探査、地表踏査やボーリング調査。4年程度。
－精密調査：地下施設を建設し、岩盤や地下水の特性に関する調査実施。14年程度。
－交付金：文献調査には2年で20億円、概要調査には4年で70億円。精密調査は未定。
－調査だけで20年、処分場の建設・操業・閉鎖を含めると事業は100年以上
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文献調査
－技術的観点からの検討：科学的特性マップよりも詳細な地域の地質データを
収集・分析。862件の文献データ収集。

－経済社会的観点からの検討：土地の利用に関する制約や
考慮すべき点を整理

－11月2日、「文献調査段階の評価の考え方」作成。それに
基づき、現在報告書の作成が進行中。
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審議対象範囲

経産省（2023） 経産省（2023）



２．前提からおかしい日本の核ごみ処分政策
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破綻している核燃料サイクル
－六ヶ所再処理工場は1993年建設開始。当初は1997年完成予定。トラブル続きで

2022年9月に26回目の稼働延期。
－2016年にもんじゅ廃炉決定。
－MOX燃料を通常の軽水炉で使うプルサーマル
発電を実施（4基）も、当初の16~18基には達せず

－使用済みMOX燃料の再処理は技術的にさらに困難
－海外では使用済み核燃料の直接処分が多い

図：FoE Japan（2022）を修正

国名 処分対象

ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 使用済燃料

アメリカ 使用済燃料

軍事用は固化体

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 使用済燃料

ドイツ 使用済燃料

ガラス固化体

フランス 使用済燃料

ガラス固化体表：末田（2023） 14



核燃料サイクルをやめられない理由

NUMO（2021）

－使用済燃料貯蔵量は計1万9000トン。貯蔵容量は2万4000トン。約80％占有。
－青森県六ケ所村の再処理施設にある貯蔵施設には約3000トンあり、ほぼ満杯
－核燃料サイクルを放棄をすると、約3000トンが送り返され、原発運転に支障
－5〜7年後には関西電力の5基（美浜・高浜・大飯）でほぼ満杯
－政府も電力会社も責任回避と原発の継続のため破綻した核燃料サイクルを維持したい

原発の継続運転のためには
各原発立地自治体には「使用済み核燃料

は青森県に持っていくから」
青森県には「再処理はいずれできるか
ら」と説明し続けなければならない構造

その構造を維持するために
「核ごみ処分場を探しています」という

やってる感の演出必要
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地層処分安全神話？

－4つのプレートがぶつかる日本で果たして現在の科学的知見で安全性は確保されたか？
－地層処分に懐疑的・批判的専門家も多数いる
・ヨウ素129は10数年後に漏れ出す可能性
・科学的特性マップの緑色の所で2018年に震度7の北海道・胆振東部地震が発生
・火山フロントの西側では半径15㎞以遠でも火山発生
・未固結堆積物以外の岩石の強度を未評価。寿都と神恵内は水冷破砕岩からなる高透水性岩盤で不適合

－今年10月30日には地質学者ら300人余が声明文「世界最大級の変動帯の日本に、
地層処分の適地はない」発表

－技術報告書や科学的特性マップや文献調査段階の評価の考え方作成には地層処分に
批判的な専門家は参加せず。
→推進派に不都合な意見を聞かずにきた
「原発安全神話」とよく似ていませんか？

小野（2023）
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法の目的は正しいか？

－特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（最終処分法）：2000年に制定。
高レベル放射性廃棄物の管理・処分に関して総合的に規定

－目的「発電に関する原子力の適正な利用に資するため」「発電に関する原子力に
係る環境の整備を図」るための最終処分政策実施
→原発の安定的・継続的稼働のために処分場を探す

－経済産業省が政策の基本方針を作成・公表。政策推進。
－事業者：NUMO（原子力発電環境整備機構）
→職員や資金はほぼ電力会社から出ており一心同体

－処分費用：約4兆円（積立額は現在367.3億円）
→電気料金として私たち市民が負担

原発推進勢力（経産省・NUMO・電力）が核ゴミ政策を主導しているため、
都合の悪い議論（破綻した核燃料サイクル、地層処分批判派との議論）を
避ける。海外では原発推進と処分場探しが分離されている例も。 17



公正さと透明性に欠ける処分場選定プロセス
－応募の権限：首長のみ。また国の申入受諾の権限も首長のみ。
－各段階の次に進む場合には「都道府県知事と市町村長のご意見を聴き、尊重」し、
「当該都道府県知事又は市町村長の意見に反して先へ進まない」

→選定プロセスの問題点：地域社会全体の合意形成を図る仕組みなし
・交付金目当ての首長の独断専行を防止する手立てがない→安全性の軽視および地域の分断可能性
・「意見に反して先へ進まない」としているが、調査の撤回ではなく自治体に拒否権もなし

経産省（2022）
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今年改定された核ごみ基本方針

〇特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針の新たな施策
－2023年4月に閣議決定。4つの施策を追加。
→政府・NUMO・電力会社の合同チームが首長訪問し政策説明。自治体名は非公表。
すでに56市町村訪問。

→関係府省庁連携の体制：経産省中心に省庁横断で、地域のニーズに応じた交付金の
使い方を相談・支援

「秘密主義＋住民の合意形成軽視＋交付金で釣る」という悪い要素が増大

経産省（2023）



－経産省・総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会にある高レベル核廃棄物
政策を審議する諮問機関

－委員選出：事務局の経産省が委嘱。大部分は地層処分推進で政府の提案に同調。
－委員構成：社会科学・自然科学の各専門12名。
－いくら反対意見を言っても「大部分の委員の同意を得ました」「いろいろな意見を
頂いたので、後は委員長と事務局で相談して決定します」で終わり。

→まともな議論はなく、政府の政策にお墨付きを与える形式的審議
→他国では原発推進から独立した組織の下で審議することも。

特定放射性廃棄物小委員会

組織体系図

経産省（2023）



私たちの責任とは？
〇核ごみ基本方針でうたう「責任」
－現世代の責任として将来世代に負担を先送りしない
－事業の実現が社会全体の利益、調査実施地域に対し敬意や感謝の念を広く共有

〇本来考えるべき「責任」
－核ごみ調査を受け入れるということは無責任な政策を受け入れ（核燃サイクル維持や
原発の継続運転…）、政府と電力会社の責任回避を許すことにつながらないか？

－安全性に不確実性が残る地層処分を実施することで、将来世代に取り返しのつかない
被害を与えうる。将来世代に選択肢を残すことも責任のあり方では？

－交付金による金銭的便益誘導の政策と不透明な選定プロセスで地域コミュニティ分断。
それを防ぐための現在の政策枠組みを変えることが責任なのでは？

みなさんはどちらの「責任」を取りたいですか？
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３．北海道寿都町で生じた地域の分断

22



北海道・寿都町と神恵内村で文献調査

－2020年10月、北海道の寿都町が応募、神恵内村は政府の申し入れ受諾
－寿都町は人口約2800人、神恵内村は人口約780人

寿都町 神恵内村
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寿都町での応募のプロセス

－2020年2月、全員協議会で町長が「（洋上風力の）促進地域の選定を有利にする
ためにも、核のごみの地層調査の勉強会をエネ庁の関係者を呼んでやりたい」

－6月、経産省・NUMO参加の説明会が非公開で町議や一部団体対象に開催
－8月13日、情報が漏れたこともあり、片岡町長が文献調査の応募検討を表明
→1週間後、反対の住民組織「子どもたちに核のゴミのない寿都を！町民の会」
（町民の会）結成」。署名運動、住民投票など要求

－9月、町の説明会開催。9回中7回が非公開。反対の声多い。
町長「肌感覚で賛成者が多いと感じている」

－10月9日、町長が応募を強行→11月に文献調査開始
－住民投票条例：町長制定。町長が投票時期を決め

50％以上の投票率で開票。
－2021年10月、片岡町長が調査反対派を破り再選
→地域の分断が現在まで続く

写真：www.nippon.com



地域の分断
－核ごみの話題避け、会話なくなる。仲たがい。挨拶しない。
→同学年の子どもの母親に対して「反対派と話している」と思われないか会話躊躇。
親友と思っていた人と賛否巡り口論し1年以上口聞かず。反対住民を陰で
「核のゴミ」と名指し。顔見知りだった町長と会っても目を合わせてくれず。

－賛成派・反対派が互いの店に行かなくなる
－神社の伝統的な祭りで、反対住民が仕切る地区には町長が行かない
－地元の川の氾濫で避難した調査反対住民の見舞いに町長が来ず
－学校に調査反対住民の企画したポスターを張ろうとすると「そちら側の人ね」。
でも推進側の企画はやる。

－観光ＰＲのためのＮＰＯ法人が設立されるも、その理事はすべて調査推進派
－関係修復の出口が見えない。概要調査に進まない決断をしたら解決ではない。
→2023年5月5日、町民の会が政府に公開質問状：地域分断が発生しても、政府は住民に
対して精神的苦痛の賠償や謝罪は行わないのか？
→経産省の回答「具体的な事実関係に応じて対応すべき」
「現時点で回答することが困難」「文献調査の実施地域の
拡大を目指し、国主体で取組を強化」



対話の場
－根拠：基本方針に明記「概要調査地区等の選定に向けた調査の段階から、多様な関係
住民が参画し、最終処分事業について、情報を継続的に共有し、対話を行う場」

－運営：NUMOと自治体（事業者や応募自治体の都合のいい運営が可能）
－構成員：寿都町では町役場指名。
－町づくりについてもNUMOが参加し議論

原子力産業新聞

経産省（2022） 26



不公正な対話の場の運用
－基本方針：「多様な関係住民の参画」「専門家等からの多様な意見や情報の提供
の確保」
→ほぼ調査賛成派で構成。地層処分に批判的な専門家の意見聞けず。

－町づくりの議論：お金のかかる事業ばかり話す。町全体の利益や住民参加の視点なし。
－恣意的な運用：賛成派メンバーは青森県六ヶ所村を訪問し、好印象を町民に吹聴。
一般住民の訪問を提案するとすぐ採用。地層処分に批判的な専門家の意見を
聞きたいという反対派の提案は実現せず。

－住民は説得や懐柔の対象
→ドイツ：地域レベルの対話で、住民が専門家を雇い、事業者の報告書のレビューを
行えることを保障。調査の主体。

・基本方針に違反した運営
・一方的な事業説明や住民懐柔
・地域分断の解消どころか維持・助長に寄与
・町民の会「NUMOにとって地域分断の解消は調査賛成派が増えること」
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4．文献調査受け入れ拒否を導いた
  対馬の住民たち

28



長崎県対馬市
－人口：2万8000人
－産業：漁業、観光

29
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文献調査応募の動き

－2023年に入り、市議会議員の間で文献調査応募の動き顕在化
→調査賛成派市議は当初3月の定例議会で応募推進の採決をしようとしたが、反対が強く挫折

－4月、NUMOは商工会向けの説明会。
－5月、建設業界と商工会が調査推進の請願を市議会に提出。反対住民は「核のごみと
対馬を考える会」結成し調査反対の請願提出。一部の漁協も明確に反対。

〇反対の理由

－町のイメージダウンにより第一次産業や観光業に悪影響
－風光明媚で自然豊かな美しい対馬を子々孫々引き継ぐべき
－住民の合意形成がない
－地層処分の安全性が不確定

〇推進の理由

－安定的な雇用の確保と地域経済活性化で人口減少に歯止め
－文献調査で対話の場が開催。対馬市の将来ビジョンの一翼を担う。
－世界最先端の土木プロジェクト
－六ヶ所村の再処理工場も2〜3年したら完成すると聞いている



－6月、対馬市議会は特別委員会編成。7月に請願書提出団体の意見聴取。8月に
参考人質疑。賛成派議員の推薦で経産省とNUMO、反対派議員の推薦で高野らが発表。

－特別委員会の結果（8月16日）：賛成9、反対7で推進の請願採択
－反対運動拡大：12の漁協すべてが反対（9月8日）、500人以上の反対集会（10日）
－定例議会の本会議の結果（9月12日）：賛成10、反対8で推進の請願採択
→この間、明らかになったことは、数年前からNUMOが市議や商工会に対し、格安で六ヶ所村や
幌延深地層研究センターに視察旅行に連れて行っていた。調査賛成の請願を提出した人も、その
請願に賛成した人も視察旅行に行った人。

→それでも反対運動の広がりで、反対派議員が増え、2票差の僅差に持ち込む
→NUMOは特別委員会の結果に「これで市長が反対したら、請願で示された『民意』はどうなるのか」

文献調査応募の動き



対馬市長の受け入れ拒否

－9月27日に比田勝尚喜市長が調査受け入れ拒否を発表。5つの理由言及。
－市長の英断と言えるが、この英断を導き出した住民運動にもっとスポットライトを！

写真：読売新聞

①市民の分断が起こっており、合意形成が不十分

②観光・水産業への風評被害の懸念

③「文献調査だけ」は無理

④安全性や事故時の対応、避難など事業計画の不備

⑤地震などの想定外の要因による地層処分の安全性
への心配

調査受け入れ拒否の5つの理由



対馬市政治倫理審査会の報告
－市民団体が、NUMOの負担で市議を視察旅行に連れて行ったことが、市の政治倫理
条例に違反するとして、政治倫理審査会設置を要求。
→政治活動に関し、企業団体等から、政治的又は道義的批判を受けるおそれのある寄附を受けない
ものとし、その後援団体についても同様に措置すること。（対馬市政治倫理条例第3条第1項第4号）

－審査会は5回の審議の後、12月4日に報告書を公開。施設見学の費用負担は財産上の
利益供与で、条例違反と判断。

－「NUMOの利益を図るおそれがある関係性を有するのではとの懸念」「政治的または
道義的批判を受けるおそれのある寄付にあたる」。

－市議による施設見学への参加は、公権力とされる請願の議決権を有することを
無視して判断することはできないため政治活動と認定

－政治資金規正法第21条第1項の「その他団体からの、政党及び政治資金団体以外の
者に対しては、政治活動に関する寄附をしてはならない」に違反の疑い

－NUMOはHPで「施設見学の経費の支出は事業に不可欠」と述べ、反省・謝罪なし
－「法令違反の疑いがあり刑事告発を受ける可能性すらある視察旅行をNUMOは
これからも継続するのか」の高野の問い（第2回小委）に「継続する」と回答
→経営理念には「地域社会との共生を大切にする」？
→条例違反をしても悪びれない組織と、どの自治体が共生したいか



核ごみ問題の現場から見えるポイント

〇人権と民主主義を守る闘いの最前線
－原子力政策やエネルギー政策の一部にとどまらない。「核ごみはあるのだから
どこかに処分場は作らないと」という抽象的イメージの脱却。

－寿都：不透明で不公正な最終処分政策により地域分断が発生。コミュニティの中で
平穏に暮らす権利（平穏生活権）の侵害。住民の権利や尊厳の回復、人権救済が必要。

－対馬：条例違反を犯してまで住民懐柔工作。民意の偽造。立場や考えの違う市民の
共存を危うくする民主主義というプラットフォームの破壊活動・敵対行為

市民社会から問題提起をし、民意の偽造と対峙しながら
どうやって民主主義と住民自治を貫徹するか



5．今後に向けて
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現場との連帯
〇寿都
－子どもたちに核のゴミのない寿都を！町民の会支援：町の分断状況に配慮しつつ連帯。
・広報誌（HPでダウンロード可）の共有、抗議文や公開質問状の共有、寄付
・NUMO本社（東京・三田）前で抗議スタンディング。写真を

SNS拡散・共有
・講演企画

〇対馬
－核のごみと対馬を考える会支援：寿都ほどの分断ないが配慮必要
・政治倫理審査会の内容共有
・講演企画し、受け入れ拒否を勝ち取った住民運動に学ぶ
・NUMOへの対馬市条例違反の責任追及
・来年3月3日の対馬市長選支援
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今後の行政日程に応じた対応
〇文献調査報告書の公告と縦覧・説明会
－文献調査報告書の原案が来年2月中旬審議か。報告書の完成と公告は4〜5月？
－公告後、数カ月は縦覧と説明会：北海道内での議論が中心になるが、全国的関心の
高まり予想。報告書や地層処分の問題点を考える講演会やアクションは他地域で
実施する意義も。
→対馬市長が地域社会の動向を見ながら判断したように、北海道知事もこの期間の
北海道を中心とした市民社会の動向を注視するはず

－もし北海道知事が概要調査を拒否したら、「調査の白紙撤回」要求を！
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今後の行政日程に応じた対応
〇対馬市受け入れ拒否後の「新たな」施策
－12月11日の第2回特定放射性廃棄物小委員会で、新たな施策を提示
－専門家による勉強会や視察の実施。地域の将来を議論・検討できる対話機会と
地域の発展ビジョンの具体化支援。その過程で最終処分を選択肢として提示。
→依然として交付金で釣る構造変わらず。地域混乱の恐れ。反対住民の誰が望む？
→的外れな要因分析と誤った対策だが委員の多数は同意。今後具体化される恐れ。

－今後の小委の議論監視が必要。経産省やNUMOの誤った政策や発言には抗議。無責任
発言する委員にも厳しい視線を。
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ご清聴ありがとうございました！
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